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株 主 各 位

第58期 定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

１．事業報告

「(2) 新株予約権等の状況」……………………………… １頁

２. 事業報告

「(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の

運用状況」…………………………………………………… ３頁

３．連結計算書類

「連結注記表」……………………………………………… ８頁

４．計算書類

「個別注記表」……………………………………………… 23頁

法令ならびに当社定款の規定に基づき、上記の事項につきまし

て は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（http://www.mapple.co.jp/）に掲載することにより、株主の

皆様に提供しております。なお、上記の事項は監査等委員会が

監査報告を作成するに際して監査をした事業報告、連結計算書
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であります。
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(2) 新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況
該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約
権の状況
該当事項はありません。

③　その他新株予約権等の状況
平成27年５月29日開催の取締役会決議に基づき、第三者割当により発行し

た第１回、第２回及び第３回新株予約権ならびに当社及び当社子会社の取締
役、監査役及び従業員に対し発行した第４回新株予約権（有償ストックオプ
ション）の概要は以下のとおりです。

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

割当日 平成27年6月15日

新株予約権の数 6,000個 1,300個 1,000個

新株予約権の目
的となる株式の
種類

普通株式

新株予約権の目
的となる株式の
数

600,000株 130,000株 100,000株

発行価額
6,120,000円

（新株予約権１個につき
1,020円）

208,000円
（新株予約権１個につき

160円）

15,000円
（新株予約権１個につき

15円）

行使価額 １株につき847円 １株につき1,058円 １株につき1,694円

行使期間 平成27年６月15日から平成31年12月27日まで

割当先 ウィズ・アジア・エボリューション・ファンド投資事業有限責任組合
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第４回新株予約権（有償ストックオプション）

割当日 平成27年７月８日

新株予約権の数 8,584個

新株予約権の目的となる
株式の種類

普通株式

新株予約権の目的となる
株式の数

858,400株（新株予約権１個につき100株）

発行価額 21,460,000円（新株予約権１個につき2,500円）

行使価額 １株につき847円

行使期間 平成27年７月９日から平成31年12月27日まで

行使の条件（概要）
有価証券報告書に記載された平成28年３月期または、平成29年
３月期の連結損益計算書における営業利益の額のいずれかが０
円を超過すること。

交付状況

当社代表取締役     １名   5,469個（546,900株）

当社取締役         ４名     800個（ 80,000株）

当社監査役         １名      25個（  2,500株）

当社従業員        273名   1,885個（188,500株）

当社子会社取締役   10名     205個（ 20,500株）

当社子会社従業員   44名     200個（ 20,000株）

（注）交付時の状況を記載しております。

－ 2 －
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

平成28年６月29日開催の第57期定時株主総会の承認に基づき、監査等委員会

設置会社に移行いたしました。それに伴い、同日開催の当社取締役会において、

「内部統制システムの構築に関する基本方針」を一部改訂し、以下の通り決議

しております。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

当社は、「昭文社企業倫理綱領」に定める「行動規範」や「コンプライ

アンスガイドライン」等コンプライアンス体制に係る規定に基づき、取締

役及び使用人が法令・定款を常に遵守し、倫理を尊重した行動を取るよう

徹底する。

コンプライアンス担当役員を置くとともに、総務部法務課を「コンプラ

イアンス担当部署」として位置づけ、コンプライアンス上重要と思われる

事項について検討するとともに、「昭文社企業倫理綱領」を取締役及び使

用人に周知徹底させる。また、コンプライアンス違反等について、通常の

職制を通じた報告制度と別に直接情報提供を行える仕組みとして公益通

報者保護規程を定めるとともに、「コンプライアンス・ホットライン」を

設置し、コンプライアンス経営の強化を図る。

内部監査部門は、コンプライアンスの状況についても監査を実施し、そ

の結果を報告する体制を構築する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、取締役の職務の執行に係る情報（特に取締役の意思決定や取締

役への報告事項等）について、情報セキュリティ管理規程、営業秘密管理

規程、文書管理規程等に基づき文書または電磁的媒体（以下文書等とい

う。）に記録し、適切に保存・管理する。

保存された文書等は、取締役が常時閲覧できるものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、損失の危機の管理について、リスク管理担当役員を置くととも

に、「リスク管理委員会」を設置し、リスク管理に関するリスク管理規程

の制定、マニュアルの策定等を行う。

また、組織横断的に各業務におけるリスクの識別と対応について明確に

し、全社員への啓蒙教育を行うことで、リスクを未然に防止し、リスクが

－ 3 －
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発生した場合にも迅速かつ組織的な対応を行い、損害を最小限度に抑えら

れる体制を構築する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、意思決定機関である取締役会において的確な判断が迅速に行え

るよう、業務執行取締役及び各本部長が出席する「経営会議」等を定期的

及び必要性がある場合には適時開催し、取締役会付議事項や重要事項につ

いて事前に積極的討議を行う。

また、中期経営計画や年度事業計画を適宜策定することで、各部門にお

ける具体的目標とスケジュールを明確化し効率的な活動ができる体制を

築くとともに、その進捗状況を常に監視し計画実現に向けて邁進できる体

制とする。

ＩＴの主管部署を設置し、業務の効率化、迅速化及び適正性を確保する

ために、ＩＴ環境の整備を行う。

組織規程、職務権限規程、契約承認規定に基づき、各取締役の責任と執

行手続きを明確にする。

５．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

当社は、関係会社管理規程に基づき子会社管理担当部署を設け、取締役

等の職務の執行状況について定期的に報告を受けるとともに、子会社に関

する情報を常に詳細に入手し管理すべく、子会社社長との議論、意見交換

の場を設ける。

また、当社役員もしくは管理職使用人を子会社の取締役もしくは監査役

として派遣し、グループの事業方針に合った意思決定がなされるよう指

導、監視する。

コンプライアンス体制やリスク管理体制においても、グループ全体とし

ての方針に沿った活動が行われるような体制を築き、各種規定及びマニュ

アルを作成するとともに、その運用状況についても監査を行う。

－ 4 －
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６．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取

締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの

独立性に関する事項並びに監査等委員会の当該取締役及び使用人に対す

る指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人を置くことを

求めた場合には、必要に応じて当社取締役及び当社使用人に監査等委員会

の職務を補助させるものとする。

当社は、当該取締役及び使用人の任命、異動、人事考課について、監査

等委員会の意見を聴取し尊重したうえで行うものとし、その指揮命令権は

監査等委員会にあり、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの

独立性を確保する。

監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人は、監査等委員会の

指示に従い、当該職務に優先的に従事する。

７．当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに当社

子会社の取締役、監査役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者

が当社監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報

告に関する体制及び報告をした者が当該報告をしたことを理由として不

利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに当

社子会社の取締役、監査役及び使用人は、当社グループの業務や業績に対

して重要な影響を与える事項や職務執行に関する法令違反、定款違反及び

不法行為の事実や、当社グループに著しい損害を与える事実を発見した場

合には、遅滞なく当社監査等委員会に報告するものとする。また、当社監

査等委員会は必要に応じて、当社の取締役及び使用人並びに当社子会社の

取締役、監査役及び使用人に対して報告を求めることができるものとす

る。

当社は、当社の監査等委員会への報告を行った者について、当該報告を

行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社

グループの取締役等及び使用人に周知徹底する。

－ 5 －
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８．監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限

る。）について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執

行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査等委員の職務の執行について生じる費用の前払または償還

等については、その適正性に留意しつつ、監査等委員の請求に従い処理を

する。

９．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

当社は、監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するため

に、代表取締役との定期的な意見交換会の開催、会計監査人や内部監査室

との連携、子会社の監査役との連絡会の開催等の体制を構築する。

10．反社会的勢力排除に向けた体制

(1) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社及び当社子会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的

勢力や団体とは一切関係を持たず、毅然とした態度で対応する。

(2) 反社会的勢力排除に向けた整備状況

①当社の企業倫理綱領担当取締役を責任者とし、当社総務部を担当部署と

する。

②警察署や弁護士等との連携を図り、問題に対処してゆく。

③関係行政機関や関係団体等からの情報収集に努める。

④倫理綱領に基本的な考え方を定めるとともに、周知徹底を図る。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要につきましては以下のと

おりであります。

１．コンプライアンス

法令遵守を徹底するため、「昭文社企業倫理綱領」及び基本方針等を常

時閲覧できる環境を整え、周知を図っております。また、公益通報者保護

制度を改定し、不正行為等の早期発見と是正を図り、もって、コンプライ

アンス経営の強化に努めております。

－ 6 －
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２．当社及び子会社におけるリスクマネジメント

当社は、子会社に対し取締役及び監査役を派遣し、子会社の業務の適正

の確保に努めております。また、当社の役職者及び子会社の役員が出席す

る品質会議並びに「リスク管理委員会」を開催し、リスク対応について検

討・報告を行っております。

３．財務報告に係る内部統制

評価範囲を設定し、内部監査室による当社及び当社子会社の内部統制の

整備状況と運用状況について監査を実施いたしました。

４．監査等委員会の職務執行

監査等委員会において定めた監査実施計画に基づき取締役会等の重要

会議への出席、重要書類の閲覧、当社及び子会社を往査し、役職者との面

談を実施しました。

－ 7 －
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数………………………４社

連結子会社の名称……………………株式会社昭文社デジタルソリューシ

ョン

株式会社マップル・オン

キャンバスマップル株式会社

株式会社トリプコン

上記のうち、株式会社トリプコンについては、重要性が増したため当連

結会計年度より連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び会社等の名称

持分法を適用した非連結子会社

及び関連会社の数……………………１社

非連結子会社及び関連会社の名称…ＱＦＰａｙ　Ｊａｐａｎ株式会社

ＱＦＰａｙ　Ｊａｐａｎ株式会社については、株式を取得したため当連

結会計年度より持分法適用の範囲に含めております。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の数及び会社等の名

称等

持分法を適用していない非連結子会社

及び関連会社の数……………………１社

非連結子会社及び関連会社の名称…昭文社（北京）信息技術有限公司

持分法を適用しない理由

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法

の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

として重要性がないため持分法を適用しておりません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。

－ 8 －
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４．会計方針に関する事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…………………原価法

その他有価証券

市場価格のあるもの………………期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

市場価格のないもの………………移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

当社は主として先入先出法による原

価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を、連結子会社は個別法によ

る原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産………………………定率法

（リース資産を除く）　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

一部の連結子会社は取得価額が10万

円以上20万円未満の有形固定資産に

ついては、３年間で均等償却する方

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物　　　　　３～50年

機械装置及び運搬具　　　４～15年

工具、器具及び備品　　　２～20年

－ 9 －
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②　無形固定資産

（リース資産を除く）

データベース………………………会社の定めた年数による定額法

なお、主な償却年数は以下のとおり

であります。

全事業に供するもの　　　　　20年

電子事業に主として供するもの10年

ソフトウェア（自社利用）………社内における利用可能期間（主とし

て５年）に基づく定額法

ソフトウェア（市場販売目的）

………社内における見込有効期間（３年）

に基づく定額法

その他………………………………定額法

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金…………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

②　賞与引当金…………………………従業員の賞与の支給に備えるため､

賞与支給見込額のうち当連結会計年

度に負担すべき額を計上しておりま

す。

③　返品調整引当金……………………製品の返品による損失に備えるため、

連結計算書類作成会社の期末の売上

債権を基礎として返品見込額の売買

利益相当額及び返品に伴い発生する

廃棄損相当額を計上しております。

－ 10 －

連結注記表



2017/06/02 11:49:46 / 16267147_株式会社昭文社_招集通知

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る資産及び負債の計上基準

退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産

の額を控除した額を計上しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年

度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって

おります。

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定率法により

按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部

におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上

しております。

②　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。

③　消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

－ 11 －
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（会計方針の変更に関する注記）

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に

関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連

結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構

築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当連結会計年度の営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損

失に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

26号　平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

役員退職慰労金制度の廃止

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

ておりましたが、平成28年６月29日開催の定時株主総会終結の時をもって役

員退職慰労金制度を廃止しております。

同制度廃止に伴い、役員退職慰労金の打切り支給を同株主総会で決議いたし

ました。

これにより、「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、打切り支給額の未払

分については、固定負債の「その他」に251,900千円含めて計上しておりま

す。

－ 12 －
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（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額…………………………………… 6,373,398千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式……………………………………………………………18,178,173株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 332,558 20 平成28年３月31日 平成28年６月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連

結会計年度となるもの

平成29年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に

関する事項を次のとおり提案しております。

・配当金の総額………………………………………………… 363,563千円

・１株当たり配当額………………………………………………………20円

・基準日……………………………………………………平成29年３月31日

・効力発生日………………………………………………平成29年６月30日

なお、配当原資については、資本剰余金とすることを予定しております。

(3) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない

ものを除く）の目的となる株式の種類及び数

（親会社）

第１回新株予約権…………………………………普通株式　600,000株

第２回新株予約権…………………………………普通株式　130,000株

第３回新株予約権…………………………………普通株式　100,000株

第４回新株予約権…………………………………普通株式　850,500株

－ 13 －
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については預金等安全性の高い金融資産に限定

し、銀行等金融機関からの借入や社債発行により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程等に沿って

リスク低減を図っております。また、有価証券及び投資有価証券は主に満

期保有目的の債券及び株式であり、上場株式については四半期ごとに時価

の把握を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 7,899,931 7,899,931 －

(2)受取手形及び売掛金 3,421,214 3,421,214 －

(3)有価証券及び投資有価証券 1,448,152 1,448,152 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(1）現金及び預金、並びに(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ

とから、当該帳簿価額によっております。

２．非上場株式等（連結貸借対照表計上額1,138,976千円）は、市場価格が

なく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時

価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3）有価証券及

び投資有価証券」には含めておりません。

－ 14 －
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（退職給付に関する注記）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年

金制度、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。

当社は、平成22年４月に適格退職年金制度から確定給付企業年金制度へ移

行しております。

また、複数事業主制度の企業年金として確定給付企業年金基金（出版企業

年金基金）に加盟しており、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的

に計算することができない制度であるため、確定拠出制度と同様に会計処

理しております。

なお、出版厚生年金基金は平成28年10月１日付で厚生労働大臣から確定給

付企業年金設立の許可を受けたことに伴い、後継制度として設立した出版

企業年金基金に移行しております。

　一部の連結子会社は、退職一時金制度によっております。

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（単位：千円）

①退職給付債務の期首残高 2,750,034

②勤務費用 160,526

③利息費用 5,500

④数理計算上の差異の発生額 △179,008

⑤退職給付の支払額 △122,838

⑥退職給付債務の期末残高（①＋②＋③＋④＋⑤） 2,614,213

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（単位：千円）

①年金資産の期首残高 3,782,586

②期待運用収益 94,564

③数理計算上の差異の発生額 △50,816

④事業主からの拠出額 113,347

⑤退職給付の支払額 △122,838

⑥年金資産の期末残高（①＋②＋③＋④＋⑤） 3,816,843

－ 15 －
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(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の

調整表

（単位：千円）

①退職給付に係る負債の期首残高 95,310

②退職給付費用 10,485

③退職給付の支払額 △12,187

④退職給付に係る負債の期末残高（①＋②＋③） 93,608

(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退

職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表

（単位：千円）

①積立型制度の退職給付債務 2,614,213

②年金資産 △3,816,843

③（①＋②） △1,202,630

④非積立型制度の退職給付債務 93,608

⑤
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額

（③＋④）
△1,109,022

⑥退職給付に係る負債 93,608

⑦退職給付に係る資産 △1,202,630

⑧
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額

（⑥＋⑦）
△1,109,022

（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を採用しております。

(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（単位：千円）

①勤務費用 171,012

②利息費用 5,500

③期待運用収益 △94,564

④数理計算上の差異の費用処理額 147,254

⑤
確定給付制度に係る退職給付費用

（①＋②＋③＋④）
229,202

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費

用」に計上しております。

－ 16 －
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(6) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のと

おりであります。

（単位：千円）

①数理計算上の差異 △275,446

②合計（①） △275,446

(7) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次

のとおりであります。

（単位：千円）

①未認識数理計算上の差異 123,617

②合計（①） 123,617

(8) 年金資産に関する事項

年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

①国内債券 17％

②国内株式 3

③外国債券 4

④外国株式 4

⑤一般勘定 71

⑥その他 1

⑦合計（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥） 100％

長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年

金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期

待される長期の収益率を考慮しております。

(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

①割引率 0.2％

②長期期待運用収益率 2.5％

－ 17 －
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３．複数事業主制度

確定拠出制度と同様に会計処理する複数事業主制度の企業年金基金制度へ

の要拠出額は、30,242千円であります。

(1) 複数事業主制度の直近の積立状況（平成28年３月31日現在）

年金資産の額 156,937,573千円

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額
166,635,453

差引額 △9,697,879千円

(2) 複数事業主制度の掛金に占める当社の割合（平成28年３月31日現在）

1.77％

(3) 補足説明

上記(1) の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高

12,717,602千円及び剰余金3,019,723千円であります。本制度における

過去勤務債務の償却方法は残存期間21年10ヶ月の元利均等償却であり、

当社は、当期の連結計算書類上、特別掛金10,254千円を費用処理してお

ります。

　なお、上記(2) の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。

－ 18 －
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（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

繰延税金資産

返品調整引当金損金算入限度超過額 198,424

退職給付に係る負債 28,513

未払事業税否認 14,724

賞与引当金損金算入額否認 214,836

役員退職慰労引当金損金算入額否認 77,131

貸倒引当金損金算入限度超過額 160,476

会員権評価損否認 54,304

投資有価証券評価損否認 191,544

たな卸資産評価損否認 11,320

固定資産償却限度超過額 20,079

土地評価に係る繰延税金資産 274,829

減損損失 2,107,494

繰越欠損金 2,575,861

その他 134,217

繰延税金資産　小計 6,063,758

評価性引当額 △6,063,758

繰延税金資産　合計 －

繰延税金負債

土地評価に係る繰延税金負債 △435,553

退職給付に係る資産 △368,245

その他有価証券評価差額金 △122,517

その他 △2,473

繰延税金負債　合計 △928,790

繰延税金負債の純額 △928,790

繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

固定負債－繰延税金負債 △928,790

－ 19 －
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異

があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.9％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 0.1

住民税均等割等 △0.6

未実現利益税効果未認識額 1.0

繰延税金資産に係る評価性引当額の増減 △31.5

その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.1％

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額…………………………………………………… 1,052円53銭

１株当たり当期純損失………………………………………………… 　205円46銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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（減損損失に関する注記）

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。

用途 種類 場所

事業用資産 機械装置及び運搬具 東京都千代田区　大阪府大阪市

事業用資産 工具、器具及び備品
東京都千代田区　東京都江東区　大阪府大阪市
千葉県市原市

事業用資産 データベース 東京都江東区

事業用資産 ソフトウェア 東京都千代田区　東京都江東区

　減損損失を認識するに至った経緯

　　当社グループの事業環境は、地図出版物の近年の売上減少、無料ナビゲーシ

ョンアプリの台頭やＰＮＤ（簡易型カーナビゲーション）市場の飽和化など

の要因によるカーナビ事業での売上の伸び悩みに加え、出版事業における返

品が想定を大きく超える結果となっております。当社グループを取り巻く事

業環境の変化を勘案し、今後も市場環境の厳しい状況は変わらないものと想

定されます。

　　これに伴い、当社グループの固定資産の減損について検討した結果、帳簿簿

価を回収可能価額まで減額し当該減少額を減損損失として計上いたしました。

　減損損失の金額

種類 金額

有形固定資産

　機械装置及び運搬具

　工具、器具及び備品

無形固定資産

　データベース

　ソフトウェア

           16,076千円

           83,436

          182,158

          922,142

合計         1,203,813千円

　資産グルーピングの方法

　　当社グループは、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を基礎

として資産のグルーピングを実施しており、遊休資産については個別資産ご

とに資産のグルーピングを行っております。
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　回収可能価額の算定方法

　　回収可能価額は使用価値によって測定しておりますが、将来キャッシュ・フ

ローに基づく評価額が零であるため、回収可能価額は零と算定しております。

（注）以上の記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……………………原価法

子会社株式………………………………移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のあるもの…………………期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

市場価格のないもの…………………移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産…………………………定率法

（リース資産を除く）　　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　　　　３～50年

構築物　　　　　　　７～45年

機械及び装置　　　　９～15年

工具、器具及び備品　２～20年
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(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）

データベース…………………………会社の定めた年数による定額法

なお、主な償却年数は以下のとおり

であります。

全事業に供するもの　　　　　20年

電子事業に主として供するもの10年

ソフトウェア（自社利用）…………社内における利用可能期間（主とし

て５年）に基づく定額法

ソフトウェア（市場販売目的）……社内における見込有効期間（３年）

に基づく定額法

その他…………………………………定額法

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金……………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

(2) 賞与引当金……………………………従業員の賞与の支給に備えるため､ 

賞与支給見込額のうち当事業年度に

負担すべき額を計上しております。

(3) 返品調整引当金………………………製品の返品による損失に備えるため、

期末の売上債権を基礎として返品見

込額の売買利益相当額及び返品に伴

い発生する廃棄損相当額を計上して

おります。
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(4) 退職給付引当金………………………従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定率法によ

り、発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。

なお、年金資産の額が企業年金制度

に係る退職給付債務に当該企業年金

制度に係る未認識過去勤務債務及び

未認識数理計算上の差異を加減した

額を超えているため、前払年金費用

として貸借対照表の投資その他の資

産に計上しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、

連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

（会計方針の変更に関する注記）

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年

度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る

減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当事業年度の営業損失、経常損失及び税引前当期純損失に与える影

響は軽微であります。
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（追加情報）

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26

号　平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。

役員退職慰労金制度の廃止

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おりましたが、平成28年６月29日開催の定時株主総会終結の時をもって役員退

職慰労金制度を廃止しております。

同制度廃止に伴い、役員退職慰労金の打切り支給を同株主総会で決議いたしま

した。

これにより、「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、打切り支給額の未払分

については、固定負債の「長期未払金」に251,900千円計上しております。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額……………………………… 5,468,582千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権……………………………………………………… 332,724千円

長期金銭債権……………………………………………………… 400,000千円

短期金銭債務………………………………………………………  94,464千円

３．取締役に対する金銭債務

長期金銭債務……………………………………………………… 251,900千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

売上高……………………………………………………………… 588,364千円

外注費……………………………………………………………… 802,557千円

営業取引以外の取引による取引高………………………………  14,354千円
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（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

繰延税金資産

返品調整引当金損金算入限度超過額 198,424

未払事業税否認 14,150

未払事業所税否認 4,077

賞与引当金損金算入額否認 195,360

役員退職慰労引当金損金算入額否認 77,131

貸倒引当金損金算入限度超過額 279,390

会員権評価損否認 54,304

投資有価証券評価損否認 607,383

たな卸資産評価損否認 11,098

土地評価に係る繰延税金資産 274,829

減損損失 1,863,767

繰越欠損金 2,378,791

その他 48,943

繰延税金資産　小計 6,007,654

評価性引当額 △6,007,654

繰延税金資産　合計 －

繰延税金負債

土地評価に係る繰延税金負債 △435,553

前払年金費用 △406,097

その他有価証券評価差額金 △122,508

その他 △2,561

繰延税金負債　合計 △966,720

繰延税金負債の純額 △966,720
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異

があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.9％

（調整）

交際費等永久に益金に算入されない項目 △0.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 0.1

住民税均等割等 △0.6

繰延税金資産に係る評価性引当額の増減 △29.9

その他 △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.4％
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等
（単位：千円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（注３）

科目
期末残高
（注３）

子会社
㈱昭文社デ
ジタルソリ
ューション

所有
直接100.0％

役員の兼任

製品販売・デジ
タル地図データ
の入力等及び地
図情報に関する
Ｗｅｂ配信シス
テムの運用の業
務を委託
（注１）

584,686
買掛金
未払費用

77,948
211

子会社
㈱ マ ッ プ
ル・オン

所有
直接100.0％

資金の援助
役員の兼任

── ──
破産更生
債権等
（注４）

350,000

利息の受取
（注２）

5,162 ── ──

子会社
キャンバス
マップル㈱

所有
直接100.0％ 役員の兼任

カーナビゲーシ
ョン事業におい
てのコンテンツ
提供
（注１）

426,234 売掛金 　290,068

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）製品の販売、コンテンツの提供については、市場価格を参考にしており、また委託業務

については、個別のプロジェクトごとに仕様に基づき積算された見積価格等をもとに交

渉のうえ決定しております。

（注２）㈱マップル・オンに対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しておりま

す。

なお、担保は受け入れておりません。

（注３）取引金額及び期末残高のうち、買掛金、未払費用及び売掛金は消費税等を含んでおりま

す。それ以外の金額においては消費税等は含まれておりません。

 (注４) ㈱マップル・オンへの破産更生債権等に対し350,000千円の貸倒引当金を計上しておりま

す。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額…………………………………………………… 1,028円86銭

１株当たり当期純損失…………………………………………………… 193円60銭
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（重要な後発事象に関する注記）

当社は平成29年２月３日開催の取締役会において、当社を存続会社として、当

社の完全子会社であるキャンバスマップル株式会社を吸収合併することを決議

し、平成29年４月１日付で吸収合併しました。

１．取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業内容

吸収合併継続企業

　名称　　　　　株式会社昭文社

　事業内容　　　地図・旅行情報提供事業

吸収合併消滅会社

　名称　　　　　キャンバスマップル株式会社

　事業内容　　　ナビゲーション事業

(2) 企業結合日

平成29年４月１日

(3) 企業結合の法的形式

　当社を吸収合併存続会社、キャンバスマップル株式会社を吸収合併消滅会社

　とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称

株式会社昭文社

(5) その他取引の概要に関する事項

　キャンバスマップル株式会社は当社の地図・ガイドコンテンツを利用したナ

　ビゲーション事業を行っております。本事業は昭文社グループで重要な位置

　付けであり、他の当社事業とのシナジーによる本事業の拡大を図るため、同

　社を吸収合併することといたしました。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

　及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業

　会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引

　として処理します。

　なお、合併効力発生日において吸収合併消滅会社から受け入れる資産及び負

　債の差額と、当社が所有する子会社株式の帳簿価額との差額を特別利益（抱

　合せ株式消滅差益）として計上します。

（注）以上の記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。

－ 30 －

個別注記表




